
 

耐 震 改 修 評 定 部 会 設 置 要 領 
 

（目 的） 

第１条 この要領は、一般財団法人愛知県建築住宅センター（以下「建築住宅センター」という。）

が行う耐震改修計画の評定業務について、耐震構造委員会（以下「委員会」という。）設置

要綱第６条第１項の規定に基づき、委員会の下でその技術審査を行う耐震改修評定部会（以

下「評定部会」という。）を設置するため、必要な事項を定める。 

 

（評定部会の構成） 

第２条 評定部会委員は、各年度の初めに建築住宅センター理事長が選任して委員会に報告する。 

又、年度途中に評定部会委員を変更する場合についても同様の扱いとする。 

２ 委員は大学若しくは高等専門学校において、建築構造に関し准教授以上の職にあり、又は 

あった者（以下「学識経験者」という）、並びに建築構造に関し１０年以上の実務を有する 

者（以下「実務経験者」という）から構成する。 

 

３ 評定部会は、評定部会委員の中から建築住宅センター理事長が学識経験者２名、実務経験

者２名を選任し、さらに関係する特定行政庁担当者の出席を求めて開催する。 

   ただし、建築住宅センター理事長が特に認めた場合には、学識経験者１名、実務経験者 

１名とすることができる。 

 

（評定部会の部会長） 

第３条 評定部会には、部会長を置く。 

  ２  部会長は、建築住宅センター理事長が選任した者が務める。 

 

（秘密の保持） 

第４条 評定部会委員は評定部会における審査資料及び審査内容について、その秘密を保持するも 

のとする。 

 

（雑 則） 

第５条 この要領に定めるもののほか必要な事項は別に定める。 

 

（附 則） 

 １  この要領は、平成 ８年 ８月１０日から施行する。 

 ２  この要領は、平成１４年 ４月 １日から施行する。 

 ３  この要領は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 

 ４  この要領は、平成１９年 ４月 １日から施行する。 

５  この要領は、平成２０年 ４月 １日から施行する。 

 ６  この要綱は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 

 


